
申請書類の記載方法について 

 

（ア）「化学肥料低減計画書」（様式第 1-3 号） 

 

 
 

 

 

【①作付概要】 

「作付概要」には、申請する肥料を使用する作物のうち、低減に向けた取り組みを行う作物について記載し

てください。取組を行わない作物については、まとめて「その他」として記載し、合計欄にはすべての作物の作付

面積合計を記載下さい。 

※ 化学肥料の低減に向けた取組は、全ての品目で取り組む必要はなく、全作付面積の半分以上を占め

る作物（代表的な作物）があれば、その作物で取り組んでいれば対象となります。なお、代表的な作物

が無い場合は、それに準ずる作物群のうち 2 品目以上の取り組みが必要となります。 

 

【②取組メニュー】 

 ⅰ）「前年度までの取組」 

  ・ これまでに取り組まれているものがありましたら「○印」を記入してください。 

 ⅱ）「令和 4 年度又は令和 5 年度の取組」 

  ・ 今後、取り組めるものに２つ以上「○印」を記入してください。（タとチは 1 つでも良いです。） 

  ・ これまでに取り組んでいるものと同様でも構いませんが、その場合は、1 つ以上は「新たな取組」又は 

「従来の取組の強化・拡大（◎印で記入）」を含めて下さい。（なお、タとチは不要です。） 

 

☆ 「従来の取組の強化・拡大」とは？ 

「ア：土壌診断による施肥設計」の例示： 取組面積を拡大する。調査点数を拡大する。 など 

「キ：有機質肥料（指定混合肥料等を含む）の利用」の例示： 有機質肥料の使用割合を増加する。

など 

 

【③チェックと署名】 

  ・ チェック欄にチェックしたうえで、署名してください。 

 

【④氏名など】 

  ・ 氏名、住所、電話番号を記入してください。 



（イ）「肥料価格高騰対策事業申請に係るチェックリスト」（県別紙様式１） 

 

 

 

 

１．それぞれのチェック項目の内容を確認し、チェック☑して下さい。（5 項目） 

 

２．『個人情報の取扱い』の記載内容を確認して下さい。 

 

３．全ての内容を確認し、肥料価格高騰対策事業に申請するとともに個人情

報の取扱いについても同意する場合「住所」及び「氏名」を記入下さい。 

 

 

【留意事項】 

 

①全部又は一部の農畜産物をＪＡ（直営の直売所を含む）に出荷されてい

る販売農業者においては、販売伝票等の提出は不要です。 

 

②ＪＡ以外から肥料を購入されている方で、肥料販売店などを通じて同事業に

申請する場合は、その取組実施者名を記入して下さい。 

 



（ウ）「支援金振込口座申請書」  

 

 

 左記の記入例に沿って記入願います。 

 



（エ）「肥料価格高騰対策にかかる肥料購入明細書（ＨＰ用）」  

 

「肥料価格高騰対策にかかる肥料購入明細書（ＨＰ用）」 

 

★ ＪＡ口座取引で購入している場合は、地区事業部営農課まで 

お問い合わせ下さい。 

 

 

【依頼事項】 

１．令和 4 年 6 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日までの間にＪＡから購入し

た肥料で、申請される場合は記入下さい。 

   なお、その際は「請求書又は領収書」（購入日、購入肥料名、購入数量、

購入金額がわかるもの）を必ず添付ください。 

 

 

２．肥料法に基づく肥料か判断つかない場合は、ＪＡへお問い合わせ下さい。 

 

 

３．①の欄へ、申請金額の合計額を記入ください。 

 

 

４．【東御市在住の方のみ対象】 

東御市が実施している「農業用生産資材調達支援事業補助金（農業用

肥料の購入補助）」に申請している場合は、助成金額を②へ記入してくださ

い。 

 

 


